
事務 ト

理

令和05年度 令和06

経

年度

当初予算 決算 当初

費

予算 決算 当初予算 決算

[

当初予算 決算 計画 決算

長

事業費 153,129

期

142,586 383

総

,364 330,41

合

5 548,874 65

計

2,024 198,6

画

42 0 198,642

]

0

伸び率（％） 25.

そ

2% 35.1% 150

の

.4% 131.7% 4

他

3.2% 97.3% △

分

63.8% △100%

野

0% 0%

人件費
正規職

別

員 23,807 20,

目

781 37,157 3

標

4,752 29,01

１

9 29,468 32,

安

011 0 32,011

定

0

正規職員以外 3,3

し

63 3,363 3,1

た

96 3,196 3,4

雇

24 3,424 0 0 0

用

0

小計 27,170 2

を

4,144 40,35

生

3 37,948 32,

み

443 32,892 3

出

2,011 0 32,0

す

11 0

国庫支出金 30

産

0 300 70,626

業

70,593 135,

が

230 90,227 1

元

0,230 0 10,2

気

30 0

県支出金 0 0 0

な

0 0 0 0 0 0 0

市　　

ま

債 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ち

0

そ の 他 63,2

事

41 67,245 66

業

,472 66,473

区

66,472 66,4

分

74 66,472 0 6

(

6,472 0

一般財源

2

（税等） 89,588

)

75,041 246,

自

266 193,349

治

347,172 495

事

,323 121,94

務

0 0 121,940 0

○

所要人数 正規職員 2.

法

99 2.61 4.79

定

4.48 3.88 3.

受

94 4.28 0.00

託

4.28 0.00

（人

事

） 正規職員以外 0.6

務

7 0.67 0.95 0

そ

.95 0.95 0.9

の

5 0.00 0.00 0

他

.00 0.00

主な予

政

算内訳
企業立地促進奨

　

励金　175，522

策

千円

所得向上補助金　

２

20，000千円

新たな

３　目標及

事

び実績
指標名 単位 令和

業

02年度 令和03年度

の

令和04年度 令和05

創

年度 令和06年度

活
動

出

指
標

問い合わせ及び相

と

談件数
件

目標値 300

産

300 300 300 3

学

00

実績値 308 22

官

5 229

達成度(%)

金

102.6% 75% 7

・

6.3% % %

目標値

実

異

績値

達成度(%)

成
果

業

指
標

新規雇用者数（雇

種

用保険、健康保険、厚

連

生年金保険加入者 指

携

定決定
人

目標値 84 8

の

4 84 84 84

時） 実

促

績値 174 51 63

達

進

成度(%) 207.1

会

% 60.71% 75.

計

0% % %

企業立地促進

一

奨励金の交付の指定を

般

受けた企業数
社

目標値

会

10 10 10 10 10

計

実績値 17 8 11

達成

款

度(%) 170% 80

商

% 110% % %

工費

施　策 １

事

新たな事業の創出と産学官金・異業種連携の促進 会計・ 項 商工費

予算区分 目 企業立地対策費

取組方針 ３
和歌山の魅力を総動員した企業立地の推進 大事業 企業立地対策事業

中事業 企業立地対策事業

事業種別 継続 関連個別計画

事

業

業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 産業政策課 吉村　智史 435-1040

事業実施の根拠法令 和歌山市企業立地促進条例・施行規則 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう

チ

状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

和歌山市の産業振興と雇用情勢の拡大。 市外企業の新規立地や市内企業の増設等を促進し、産業の振興と雇用機会の拡大を図る。

事
業
内
容

令和02年度 令和03年度 令和04

ェ

年度 令和05年度 令和06年度

企業立地促進奨励金制度の情 企業立地促進奨励金制度の情 企業立地促進奨励金制度の情 企業が和歌山市において新設 企業が和歌山市において新設

報発信と企業訪問により

事

、市 報発信と企業訪問

ッ

務

により、市 報発信と企

事

業訪問により、市 ・増

業

設・移設・設備投資を

N

行 ・増設・移設・設備

o

投資を行

内企業の流出

事

防止、市外から 内企業

業

の流出防止、市外から

名

内企業の流出防止、市

[

外から い、一定の要件

事

を満たした場 い、一定

ク

業

の要件を満たした場

の

基

立地を積極的に働きか

本

けた の立地を積極的に

情

働きかけた の立地を積

報

極的に働きかけた 合に

]

おいて、和歌山市企業

4

立 合において、和歌山

8

市企業立

。立地企業に

5

対し奨励金を交 。立地

企

企業に対し奨励金を交

シ

業

。立地企業に対し奨励

立

金を交 地促進奨励金を

地

交付する。 地促進奨励

対

金を交付する。

付。（

策

２１件） 付。（１４件

事

） 付。（１６件）

　Ｉ

業

Ｔ等サービス業に対す

事

る 　オフィス奨励金の

業

交付対象 企業立地促進

区

条例の期限を延

雇用要

ー

分

件を緩和。 地域の拡大

(

。大規模立地に対 長。

1

する上限額の拡大。

)
事業経

２　事

費

業コスト

事業費等（千

○

円）
令和02年度 令和

管

03年度 令和04年度



性

しかし、既存企業に隣

]

接する土地が少ない状

事

況下で

見直し・改善内

業

容 企業立地を促進する

手

ために、平成28年度

段

から条件付きで工業専

は

用地域と工業地域の緑

妥

地率等の緩和を進めて

当

いる。

か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む 中長期的に取り組む ○ 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

平成27年度から毎年企業立地奨励金制度を見直し、企業が利用しやすい制度にすることで指定企業が増えていたが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響もあり、

４

令和3年度は指定件数

　

8件と目標値を下回っ

事

た。一方、上記感染症

業

の影響から都市圏企業

の

の地方回帰の流れがで

評

き始めており、令和4

価

年度の指定件数は11

評

件となり目標を達成し

価

た。都市圏では人材不

基

足が顕著とな

担当課評

準

価の根拠
っていること

[

から、地方での人材採

妥

用を検討する企業が増

当

加しており、都市圏企

性

業の地方進出の流れは

]

当面継続すると考え

ら

事

れるため、今後の指定

業

件数の向上が期待でき

の

る。

令和4年度は企業

ニ

立地促進条例の施行期

ー

日を延長し、市外企業

ズ

の新規立地や市内企業

は

の増設等を促進し地域

あ

経済の活性化と

雇用の

る

拡大に努めた。今後も

か

和歌山市の経済情勢や

増

雇用情勢を鑑み、和歌

加

山市の独自性をもった

し

事業内容に充実させる

て

こと

が望ましいと考え

い

る。

企業立地奨励金制

る

度が企業にとってより

○

魅力のある制度となる

横

よう随時改正するよう

ば

努めるとともに、引き

い

続き企業の立地

を推進

減

する。

工場立地法は、

少

工場の立地が周辺環境

し

の保全を図りつつ適正

て

に行われることを目的

い

に、一定規模以上とな

る

る特定工場を建設

する

[

際に敷地面積に対する

妥

緑地面積及び環境面積

当

の割合を定めている。


